
1 ．はじめに
　日本は世界の約 1 割となる111もの活火山を有
する世界有数の火山国である。しかし桜島の1914

年大正噴火以降，近年大規模な火山噴火は発生し
ておらず，住民はもちろんのこと登山者への活火
山に登るリスクの周知は十分には進んでいないの
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が現状である。2014年 9 月27日に発生した長野県
と岐阜県の県境に位置する御嶽山の噴火において，
火口付近に居合わせた登山者ら58人が死亡，行方
不明 5人，負傷者69人1）に上る日本における戦後
最悪の火山災害となった。火山防災対策ワーキン
ググループ2）では，「山岳ガイドは常日頃から山
に接しており，緊急時の登山者の避難誘導の際に
は非常に力強い存在となる。」と明記し，ガイド
は噴火時の登山者の安全確保において重要な存在
であることを示唆している。小林・ジョーンズ3）

による北アルプス登山者を対象とした調査では，
登山者の77.2％が山岳ガイド・山小屋の火山噴火
の対処の責任・役割について周知・助言等の支援
的な役割があると回答している。このように，山
岳ガイドは火山噴火時において登山者の避難誘導
を適切に行う事が社会的に期待されている。
　火山噴火時に適切な避難誘導をするためには，
火山に関する適切な知識を有する必要がある。し
かしながら，山岳ガイドを対象とした活火山に関
する意識調査は，筆者らが調べた限りなかった。
　そこで，本研究では山岳ガイドを対象に活火山
に関する意識調査を実施し，現状把握と課題抽出
を行うことを目的とする。多数の登山者が犠牲と
なった御嶽山を含め，長野県内には登山者に人気
の活火山が複数存在することから，本研究では信
州登山案内人を対象とする。御嶽山噴火災害から
8年が経過し，登山者が多数の犠牲になった教訓
がどの程度活かされているのかを把握する意味で
も，信州登山案内人を対象に活火山に関する意識
調査を実施する事は，活火山登山者の安全確保を
検討する上で貴重な基礎資料になると考える。

2 ．調査概要
2. 1　調査対象と目的
　今回の調査の対象者は，信州登山案内人である。
信州登山案内人は2012年から導入された，長野県
独自の公的な山岳ガイドの資格である。登録にあ
たっては，山岳ガイドに必要とされる一般的な知
識や技術の他，長野県の山々の自然や歴史，文化
などの知識について出題される「信州登山案内人
試験」に合格することが必要である。活動山域は，

北アルプス，中央・南アルプス，八ヶ岳，御嶽山，
浅間・奥秩父，北信五岳・志賀高原・関田山脈の
長野県内 6山域である。2023年 1 月 4 日において，
458人の信州登山案内人（長野県観光部山岳高原
観光課へのヒアリングより）がその知識や技術を
活かして県内各地の山々で登山者を案内している。
　長野県には浅間山，横岳，焼岳，アカンダナ山，
乗鞍岳，御嶽山の 6つの活火山がある。このうち
浅間山，焼岳，乗鞍岳，御嶽山は，長野県火山防
災のあり方検討会報告書4）において「長野県側か
ら入山する登山者が多く，山麓には多くの観光客
も訪れているため，具体的対策を検討することが
重要」4）とされており，また噴火口が長野県内に
あり気象庁が24時間体制で火山活動を監視し，噴
火警戒レベルが運用されている活火山であるため，
本研究の調査対象の山に設定した。
　本研究では，信州登山案内人を対象に活火山に
関する事，具体的にはハザードマップの認知，噴
火警戒レベル，噴火現象への対応，火山情報の入
手等について現状を把握し課題を抽出することを
目的にアンケート調査を実施した。

2. 2　調査方法
　信州登山案内人は毎年条例に基づき，山岳ガイ
ドとしての知識・スキルの向上を目的とした研修
会が行われる。令和 4年度に実施された信州登山
案内人座学研修会（第 1回：2022年11月19日（土）
定員100人（於：安曇野市），第 2回：2022年12月
9 日（金）定員100人（於：大町市））の会場にて参
加者にアンケート（A3 両面印刷 1枚）を配付し，
会場で回収した。研修会参加者全176人のうち，
167人から回答を得た（回収率95％）。新型コロナ
感染症対策から，研修会は同じ内容のものが 2回
開催された。そのため，同一人物が研修会に 2回
参加することはなく，また研修会参加者に直接ア
ンケート用紙を配布しており，同一人物からの複
数回答はない。
　アンケートの設問については，富士山の登山ガ
イドを対象に実施したアンケート調査項目5）を
ベースに，信州登山案内人向けに修正してもちい
ることとした。アンケートでは個人の属性は性別，
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年齢，居住地都道府県について尋ねた。火山関連
の設問では火山に関する知識を明らかにするため
に，ハザードマップと噴火警戒レベルの認知につ
いて尋ねた設問を設定した。また，ハザードマッ
プや噴火警戒レベルを認知しているガイドに，そ
の内容理解度についての自己評価の設問を設定し
た。火山を案内することを想定し，噴火現象に遭
遇した際の対応イメージの自己評価，気象庁が発
表する下山のきっかけにする情報，案内業務前に
事前に知っておきたい火山情報についての質問を
設けた。また，案内業務に必要な知識やスキルの
習得先についての設問を設けた。

3 ．調査結果
（1）個人属性
　回答者の年代については，50代が最も多く
28.1％を占め，40代が24.6％，60代が23.4％，70
代が13.8％，20～30代が6.0％であった。性別では
男性が80.8％を占めた。居住都道府県については
上位から長野県が85.0％，東京都が2.4％，静岡県
が1.2％，奈良県が1.2％となっている。

（2）案内することのある活火山
　アンケート回答者の中から活火山を案内する山
岳ガイドを抽出した。今回対象とする活火山は，
浅間山・焼岳・乗鞍岳・御嶽山の 4火山である。
図 1に示すように，浅間山17％（28人），焼岳は 

32％（54人），乗鞍岳は34％（57人），御嶽山は 

19％（32人）であった。なお，複数の活火山を案
内する人も存在するため， 4つの活火山を少なく
とも 1 つ以上案内する人は，77人（46％）であっ
た。約半数のガイドが，活火山を案内しているこ
とが判明した。なお，77人の内訳は， 1火山27人，
2火山20人， 3火山16人， 4火山14人である。

（3）ハザードマップの認知度
　 4火山のうち少なくとも 1つ以上を案内するガ
イド77人に，ハザードマップを見たことがあるの
かについて尋ねた。図 2に示すように，各活火山
を案内することがある人の中でハザードマップを
「見たことがある」と回答した人は，浅間山82％
（28人中23人），焼岳81％（53人中43人），乗鞍岳
58％（55人中32人），御嶽山81％（32人中26人）と
なった。浅間山，焼岳，御嶽山を案内する登山ガ
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図 1　「案内することのある活火山」の集計結果
　　　（複数回答）

図 2　「ハザードマップ認知度」の集計結果
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イドは 8割以上が認知しているのに対し，乗鞍岳
を案内する登山ガイドは58％と顕著に低い値と
なった。フィッシャーの正確確率検定の結果，p 

値が 5％以下となり，火山ごとのハザードマップ
の認知に統計的な有意差があることを確認した。

（4）ハザードマップの内容理解度
　ハザードマップを見たことがあると回答したガ
イドを対象に，ハザードマップの理解度について
尋ねた（表 1）。
　各活火山のハザードマップを「理解している」，
「ある程度理解している」と回答したのは，浅間
山87％（23人中20人），焼岳93％（53人中50人），
乗鞍岳90％（31人中28人），御嶽山92％（24人中22
人）であった。全ての山で，おおよそ 9割が理解
しているまたはある程度理解していると回答した。
ただし，この理解度は自己評価であることに留意
する必要がある。

（5）噴火警戒レベル認知度
　活火山を案内するガイドに，案内する活火山に
おいて噴火警戒レベルが発表されているかを尋ね
た（表 2）。
　各活火山の噴火警戒レベルの発表を「知ってい

る」と回答したのは，浅間山96％（27人中26人），
焼岳94％（52人中49人），乗鞍岳67％（49人中33
人），御嶽山94％（32人中30人）であった。浅間山，
焼岳，御嶽山を案内する登山ガイドは 9割以上が
発表を知っているのに対し，乗鞍岳を案内する登
山ガイドは67％と顕著に低い値となった。フィッ
シャーの正確確率検定の結果，p 値が 1％以下と
なり，活火山ごとの噴火警戒レベルの認知に統計
的な有意差があることを確認した。

（6）現在の噴火警戒レベル
　噴火警戒レベルの公表を知っていると回答した
ガイドに，それぞれの山の現在の噴火警戒レベル
を尋ねた（表 3）。アンケート実施時期（2022年11
月19日，12月 9 日）の噴火警戒レベルは，全ての
山で 1である。各活火山の現在の噴火警戒レベル
を「噴火警戒レベル 1」と正しく回答したのは，
浅間山50％（26人中13人），焼岳59％（51人中30
人），乗鞍岳50％（48人中24人），御嶽山58％（31
人中18人）であった。噴火警戒レベルの公表を
知っていると回答したガイドのうち，適切に現在
の噴火警戒レベルを把握している割合は約半数に
留まる結果となった。

表 1　「ハザードマップ理解度」の集計結果

ハザードマップ
理解度 理解している ある程度理

解している
あまり理解
していない

理解してい
ない わからない

浅間山※1 39％ 48％ 13％ 0％ 0％
焼岳※2 35％ 58％  7％ 0％ 0％
乗鞍岳※3 35％ 55％ 10％ 0％ 0％
御嶽山※4 46％ 46％  8％ 0％ 0％

※1 浅間山のハザードマップを見たことがあると回答した23人のみ回答
※2 焼岳のハザードマップを見たことがあると回答した43人のみ回答
※3 乗鞍岳のハザードマップを見たことがあると回答した31人のみ回答
※4 御嶽山のハザードマップを見たことがあると回答した24人のみ回答

表 2　「噴火警戒レベル認知度」の集計結果

噴火警戒レベルの
認知度 知っている 知らない わからない 導入されて

いない
浅間山※1 96％  4％  0％ 0％
焼岳※2 94％  4％  2％ 0％
乗鞍岳※3 67％ 20％ 10％ 2％
御嶽山※4 94％  6％  0％ 0％

※1 浅間山を案内すると回答した27人のみ回答
※2 焼岳を案内すると回答した52人のみ回答
※3 乗鞍岳を案内すると回答した49人のみ回答
※4 御嶽山を案内すると回答した32人のみ回答
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（7）噴火現象への対応イメージ
　登山中に各噴火現象に遭遇した場合のガイドと
しての対応をどの程度イメージすることができる
かを 4 段階で自己評価を尋ねた（図 3）。活火山
を案内する77人中，72人から回答が得られた。各
噴火現象への対応イメージについて「イメージで
きる」，「ある程度イメージできる」と回答したの
は，突然噴火した場合65％（72人中47人），溶岩
流が流れてきた場合48％（72人中34人），火砕流
が発生した場合48％（72人中34人），火山灰が降っ
てきた場合72％（72人中52人），大きな噴石が飛
んできた場合65％（72人中47人）となった。おお
よそ 5割から 7割程度のガイドが噴火現象への対
応イメージを持っていることが明らかになった。

（8）下山開始情報
　本設問以降では，調査対象全員に回答しても
らった。気象庁が発表する火山に関する情報のう

ち，下山のきっかけにするものを尋ねた（表 4）。
下山のきっかけにする情報として最も多かったの
が「噴火警戒レベル 2」28％（46回答），次いで
「噴火警戒レベル 3」26％（43回答）という結果に
なった。

（9）事前に知っておきたい火山情報
　山岳ガイドとして案内業務前に知っておきたい

表 3　「現在の噴火警戒レベル」の集計結果

現在の
噴火警戒レベル

噴火警戒
レベル 1

噴火警戒
レベル 2

噴火警戒
レベル 3

噴火警戒
レベル 4

噴火警戒
レベル 5 わからない 導入されて

いない
浅間山※1 52％ 20％ 8％ 4％ 0％ 16％ 0％
焼岳※2 63％ 17％ 2％ 2％ 0％ 17％ 0％
乗鞍岳※3 75％  0％ 0％ 0％ 3％ 22％ 0％
御嶽山※4 62％ 21％ 3％ 0％ 0％ 14％ 0％

※1 浅間山の噴火警戒レベルを知っていると回答した25人のみ回答
※2 焼岳の噴火警戒レベルを知っていると回答した48人のみ回答
※3 乗鞍岳の噴火警戒レベルを知っていると回答した32人のみ回答
※4 御嶽山の噴火警戒レベルを知っていると回答した29人のみ回答
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図 3　「噴火現象への対応イメージ」の集計結果

表 4　「下山開始情報」の集計結果

項目 人数 割合
（n＝167）

噴火警戒レベル 1  3  2％
噴火警戒レベル 2 46 28％
噴火警戒レベル 3 43 26％
噴火警戒レベル 4 15  9％
噴火警戒レベル 5  2  1％

火山の状況に関する解説情報  5  3％
火山の状況に関する解説情報（臨時） 11  7％

わからない  9  5％
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火山情報について尋ねた（表 5）。「避難ルートの
選択方法」が最も多く71％（118回答），次いで「避
難場所」70％（117回答），「噴火時に想定される火
山現象」56％（94回答），「火山現象への対処法」
55％（92回答），「登山者の誘導方法」52％（87回
答）と続いた。噴火からの避難に関する内容と火
山現象に関する内容が上位を占め，高いニーズが
ある結果となった。

（10）案内業務の習得方法
　案内業務に必要な知識やスキルの習得方法につ
いて尋ねた（表 6）。「信州登山案内人研修」が最
も多く72％（121回答），次いで「独学」55％（92回
答），「案内人仲間」 51％（86回答）と続く結果と
なった。信州登山案内人研修が，ガイドの知識や
スキル習得において重要な位置づけとなっている
ことが示される結果となった。

4 ．考察
　 3の調査結果を踏まえて，ハザードマップ，噴
火警戒レベル，噴火現象への対応，火山情報の入
手，火山に関する研修の充実について考察を行う。

（1）ハザードマップの認知
　ハザードマップの認知度については，浅間山・
焼岳・御嶽山で 8割程度が見たことがあると回答
した（図 2）。活火山を案内するガイドとしては，
全員がハザードマップを認知することが望ましい
と考える。御嶽山を案内するガイドの約 2割はハ
ザードマップを見たことがないと回答している点
も大きな課題であろう。ハザードマップは住民で
ないと基本的に配付対象となっていないことは一
因と考えられる。乗鞍岳は 6割弱と他の活火山に
対して低いことについては，近年火山活動があま
り活発でなく活火山と認識されていないことが原
因であると推察（長野県松本地域振興局へのヒア
リングより）され，改善が望まれる。

（2）噴火警戒レベル
　噴火警戒レベルについては，浅間山・焼岳・御
嶽山で 9 割以上が公表を認知している（表 2）一
方で，現在の噴火警戒レベルを適切に認知してい
るのは約半数に留まった（表 3）。活火山を案内
するガイドの約半数が，噴火警戒レベルを適切に
理解されていない結果であり，大きな課題である。
ハザードマップの認知と同様に，乗鞍岳の噴火警
戒レベルの認知は 7割弱となっており，他の活火
山に対して低く，この点はハザードマップと同様
に課題である。

（3）噴火現象への対応
　噴火現象への対応について，現象ごとに差があ
るもののおおよそ 3～ 5割のガイドが，噴火現象
への対応イメージを持ち合わせていないことが示
された（図 3）。活火山を案内するガイドとして
は十分でないと考えられ，噴火現象への理解を深
め，適切な対処法について学ぶことができる環境
整備が必要である。

（4）火山情報
　下山のきっかけにする情報としては，火口周辺
規制である「警戒レベル 2」もしくは「火山の状
況に関する解説情報（臨時）」を判断材料にするこ
とが妥当だと考えられるが，両者を併せて35％
（57人）に留まる結果となった（表 4）。噴火警戒
レベルや火山の状況に関する解説情報等，気象庁
から発表される火山情報について理解度を高める

表 6　 「案内業務の習得方法」の集計結果 
（複数回答）

項目 人数 割合
（n＝167）

独学（書籍やインターネット等）  92 55％
案内人仲間  86 51％

信州登山案内人研修 121 72％
外部のガイド資格・講座  60 36％

その他  18 11％

表 5　 「事前に知っておきたい火山情報」の 
集計結果（複数回答）

項目 人数 割合
（n＝167）

噴火時に想定される火山現象  94 56％
火山現象への対処法  92 55％
避難ルートの選択方法 118 71％

避難場所 117 70％
行政による噴火対応の流れ  34 20％

登山者の誘導方法  87 52％
火山情報の入手先  67 40％

ハザードマップや避難ルートマップの見方  56 34％
その他   0  0％
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必要がある。
（5）火山に関する研修の充実
　本調査の結果，おおよそ 3～ 5割のガイドが噴
火現象への対応イメージを持ち合わせていないこ
と（図 3），適切な下山開始情報を理解している
ガイドが 4 割弱であること（表 4）から，緊急時
に適切な避難誘導が求められる活火山を案内する
ガイドとして，活火山に関する知識は十分に備
わっていないことが示された。噴火の頻度は一部
火山を除いて一般的に低く，経験的に学習するこ
とは困難である。そのため，火山に関する研修を
充実させることが重要であろう。
　ガイド業務の知識，スキルの習得先に関する設
問の回答結果から，信州登山案内人研修会が最も
割合が高く，多くのガイドが同研修会を案内業務
の勉強の場として位置づけていることが示された。
信州登山案内人の資格試験や同研修会で火山に関
する内容を取りあげることが，ガイドの活火山に
関する知識の充実を図ることが有効であると考え
る。

5 ．結論
　本研究では，長野県の山岳ガイドを対象に，活
火山に関する意識調査を実施した。その結果， 4
火山（浅間山・焼岳・乗鞍岳・御嶽山）のうち 1
つ以上案内するガイドのおよそ半数が，現在の噴
火警戒レベルを適切に把握していないこと，およ
そ 3～ 5割が噴火現象への対応をイメージできな
いこと等，緊急時に適切な避難誘導が求められる
活火山を案内するガイドとして，火山情報や噴火
現象についての知識が十分に備わっていない現状
が明らかになった。
　2014年御嶽山噴火では多数の登山者が犠牲と
なった。にもかかわらず長野県の山岳ガイドの活
火山に関わる知識が現状十分ではないことを踏ま
えると，ガイド自身が独自に火山について学習す
ることを期待することは困難であろう。今後は，

山岳ガイドを対象とした活火山に関する研修の機
会を設けることや，信州登山案内人試験の中に火
山に関する設問を拡充すること等が必要であろう。
研修の内容としては，ハザードマップと噴火警戒
レベルの内容把握，主な噴火様式や噴火現象（噴
石，降灰，火砕流，溶岩流等）の学習，最新の火
山活動状況について知ることができる気象庁
Webサイト等の紹介をすることが有効であろう。
継続的に火山に関する研修が実施されることによ
り，活火山を案内する山岳ガイドの活火山に対す
る知識が高まることが期待できる。
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要 旨

　本研究では，長野県の公認山岳ガイドである信州登山案内人を対象に，ハザードマップの認
知，噴火警戒レベル，噴火現象への対応，火山情報の入手等について現状を把握し課題を抽出
することを目的に，活火山に関するアンケート調査を実施した。
　その結果， 4火山（浅間山・焼岳・乗鞍岳・御嶽山）のうち 1つ以上案内するガイドのおよそ
半数が，現在の噴火警戒レベルを適切に把握していないこと，およそ 3～ 5 割が噴火現象への
対応をイメージできないこと等，緊急時に適切な避難誘導が求められる活火山をガイドする立
場として，火山情報や噴火現象についての知識が十分に備わっていないことが明らかになった。
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